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１１月１０日（火）１０：３０～１１：１５　第２回　検数労連１５冬季一時金交渉


�


�





【基礎数字提示】


１１月１０日（火）第２回検数労連１５冬季一時金交渉で、両協会より基礎数字が提示されました。


　両協会の基礎数字を見ると、


日検協会では今夏に比べ、一般職員の若年齢化が進み、全日検においては、職員数が若干数減少していることが特徴として表れています。


　両協会ともに定年退職者や管理職登用、日検協会においては新入職員登用などによる変化が見受けられました。





【組合主張】


　組合は両協会からの基礎数字を受け、前回の交渉で要求提出を行い、要求内容については理解していただいたと思っているが、配分について、我々が要求していない部分の回答がこれまでの一時金では出されてきている。両協会ともに、組合要求にない部分については一時金の本体部分に配分せよ。と主張したうえで、両協会に対し次の通り主張を行いました。





【日検協会に対し】


　配分について、これまでの一時金で回答されてきた組合の要求していないアルファ回答については、組合としては地域間差別回答であるとの認識でいる。


いる。


　
































































































































今冬季一時金より、組合要求にないアルファ回答を撤廃し、本体部分に計上するよう強く求める。





【全日検に対し】


我々の要求していない特別評価（査定）は、全体配分する


べきである。


　検数業は個人ではなくチー


ムプレーで成り立っている。そ


ういう意味からも、特別評価は全従業員に与えられるべきものと強く主張する。


　配分について、都市手当と業績加算が混同しており不透明である。まずは都市と業績を切り離した回答を行なったうえで、業績については本体部分に組み込むべきと主張する。





【両協会に対して】


　前回の交渉では中国経済の落ち込みが懸念材料にあると話したが、我々の要求には関係のないことだから、要求に沿った回答を構築するよう求める。


　両協会の分析では、検数事業は年々狭小化傾向にあるとしているが、現場では人手不足との声が上がっている。


　中国経済等の懸念材料があったとしても、両協会の業績は大きな赤字ではないと聞き及んでいることから、我々の要求に応えるべく環境は整っていると認識している。





































































































【日検協会】


検数事業の収益は落ちている。ただ、落ち込んだ検数業務


を検査業務でカバーしている状態である。しかし、各地域で人手不足と言っているのは各地域まだ一定の検数業務が残っていたり、ＯＢ等の力を借りている部分からだと認識している。


　いずれにしても、検数業務は年々減少傾向にあることから、今後は外の分野にも目を向ける必要がある。





【全日検】


　数字上では検数業務は落ちている。落ち込んだ検数業務を


検査業務がカバーしているのが現状である。しかしながら、従業員の労働条件向上のために、業としても収入確保に向けた様々な努力をしている。





【組合主張】


　両協会ともに既存の検数事業は緩やかに減少傾向にあるとのことから、両協会には『仕事と収入の確保』に向けた更なる努力を求めていく。


　既存の検数業に付加価値を付けて、適正料金の収受にむけた取り組みの強化を求めていく。


　以上の主張を行い、第２回検数労連１５冬季一時金交渉は終了しました。























































































































スト権集約について


１１月１６日１７時までに、結果を労連中央に報告せよ！





次回交渉　


１１月１７日（火）１０：３０～


Ｎｏ３検数労連１５冬季一時金交渉


両協会の有額回答に向けた考え方を提示。



























































































































































　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


